















　国際社会での CSR 活動を推進する動き（1）を受け、2003 年ごろには日本においても CSR
概念は一応の定着をみせた（谷本，2006a 等）。日本経済団体連合会では、2004 年 2 月に「企
業の社会的責任（CSR）推進にあたっての基本的考え方」と題する指針を、経済同友会では、
2004 年 1 月に「日本企業の CSR：現状と課題─自己評価レポート 2003」を発行し、以降、







いてのガイドライン案（1999 年）、2. 国連によるグローバル・コンパクト構想（1999 年）、3. 国際標準
化機構（ISO）による CSR 規格化の動き（2002 年－）（※ ISO26000 として 2010 年 11 月 1 日発行）
があった。
























　経済学の立場から CSR 理論をサーベイした Kitzmueller and Shimshack（2012）は、
CSR 活動を、自発的な行為であることを強調する文献（例えば、The European Commis-
sion）と、コンプライアンスを超えた行為であることを強調する文献（例えば、McWilliams 
and Siegel, 2001；Vogel, 2005）が存在することを指摘している。また、ファイナンス理論


























et al.（2006）、Kitzmueller and Shimshack（2012）、小山（2006）が、また、日本でも、櫻
井（1991）、十川（2005）、谷本（2006a）、堀越（2006）が、歴史的事実と CSR 理論のサー































の後に出版される企業社会論のテキスト（McGuire, 1963；Davis and Blomstrom, 1975；






























































で示されている CSR メカニズムを subustitue view、新制度派組織論で想定されている CSR













and Patrick, 1994；Aoki and Dore, 1994；Aoki et al. ed., 2007；Aoki, 2010 など）。
　これとは別に、社会学でも「制度」を理論的に解明しようとする動きが存在する。この動








































system）、教育・雇用システム（education and labor system）、そして、文化システム（cultural 
system）の差異性に着目し、これらの違いが、CSR 活動の特色の違いを生んだとの仮説を
提示している。同論文では、これらのシステムの違いにより、自由市場経済（LMEs）にお
いては明示的な CSR 活動（explicit CSR）が、他方、協力型市場経済（CMEs）では暗黙
的な CSR 活動（inplicit CSR）が選好されることも説明している（7）。また、「資本主義の多
様性」の議論のもと、その多様性とコーポレート・ガバナンスの様式との関係性を考察する





















（7） 明示的・暗黙的な CSR の定義は、Matten and Moon（2008）に詳しく説明されている。























































Russo and Fouts（1997）の実証研究により検証されている。Russo and Fouts（1997）は、
1991 年、1992 年の二年間を期間に、486 社（各年 243 社）の米国企業をサンプルとし、
ROA（被説明変数）と環境スコア（説明変数）との関係を分析している。同研究では、




　これ以降、Hart（1995）の主張に、新興経済国、BoP（base of the economic pyramid）、
クリーン・テクノロジーを加えた NRBV も提唱されている（Hart, 1997；Hart and Dowell, 
2011）。この NRBV を内包する概念である CSR を、資源ベース理論と結びつけ、企業の社
会的な責任全般に、企業の競争優位性を求める考え方も存在する（例えば、Smith, 2003；










































































































Buchholtz et al., 2008；Brammer and Pavelin, 2013）。
　コーポレート・ガバナンス理論と CSR 理論とを融合する鍵は、CSR 活動が企業パフォー
マンスを向上させることを精緻な実証分析により、因果関係として明らかにすることであろ
う。
　Orlitzky et al.（2003）、Margolis et al.（2009）では、欧米を対象に幅広く CSP（corporate 



















（11） Orlitzky et al.（2003）では 52 研究を、Margolis et al.（2009）では 251 研究を対象とするメタ分析を
実施している。






　両アプローチの差異性については、図表 3 パネル A にまとめている。CSR 活動を、「経
済学的アプローチ」は評判構築と競争優位性の源泉として捉えており、「社会学的アプロー
チ」は当該地域で操業を続けていくためのミニマム・スタンダードと解している。































































頂いた。2018 年度第 1 回研究発表会に参加頂いた学友からの助言も、本論文の作成に有益
であった。また、匿名の査読者の先生にも丁寧なコメントを頂いた。
　本論文の作成には、日本学術振興会の研究拠点形成事業（Core-to-Core Program）を通
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